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令令和和４４年年度度 

近近江江八八幡幡市市  ６６月月補補正正予予算算（（肉肉付付けけ予予算算））のの概概要要  
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■６つの柱を中心として主な事業を紹介します  

○ 6 月補正予算（肉付け予算）の事業の紹介 5 
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（骨格予算） （肉付け予算） （本格予算）

一 般 会 計 35,520,000 315,021 35,835,021 32,880,000 2,955,021 9.0

特 別 会 計 16,128,100 0 16,128,100 15,709,800 418,300 2.7

企 業 会 計 23,586,163 0 23,586,163 22,405,194 1,180,969 5.3

合 計 75,234,263 315,021 75,549,284 70,994,994 4,554,290 6.4

※当初予算規模には前年度からの繰越分は含みません（現年予算額のみ）。

令和４年度

６ 月 補 正
予 算 額

比            較

計(A)
増 減 (A－B) 伸　率

※６月補正予算は、全体で921,413千円としていますが、当初予算編成時に想定できたが市長選挙執行のため計上しなかった「肉付け予算」
315,021千円と、当初予算編成後に事案が生じ早期に着手しなければならない「通常補正予算」606,392千円に分別しています。

区　　　　　　　分
当初予算額 (B)

令和３年度

<< 一般会計当初予算規模の推移 >>

当 初 予 算 額

<< 予算編成概要 >>
　令和４年度当初予算は『新たな政策的経費を除いた骨格予算』と位置付け、4月1７日に執行された近江
八幡市長選挙を受けて、６月補正予算は、各種行政課題解決に向けた事業や新規事業等を盛り込んだ政策
（施策）を重視した『肉付け予算』としています。
　令和４年度予算編成方針では、「新市基本計画」に掲げられた６つの基本目標に沿い、「グリーン社会の
実現」、「デジタル化の加速」、「活力ある地方創り」、「子ども・子育て支援」をキーワードに取り組む
とし、「骨格型」と位置付けた当初予算は、市政を停滞させず、最大限、市民への行政サービスの提供に対
応するため、特に、「きめ細やかな子ども子育て支援」、「安心安全を守る非常備消防の充実」、「環境に
配慮した省エネ推進」の分野に配分した予算としたことから、既に前年度の当初予算を上回る規模となりま
した。
　今回の補正予算のうち、『肉付け予算』については、第2期小西市政スタートとして、市長公約のうち学
校給食費多子世帯負担軽減事業をはじめ、新市庁舎整備事業、安土コミュニティエリア整備事業といった
ハード事業の着手実現に向け予算化するとともに、「脱炭素社会に向けた本格化」、スポーツ・芸術文化に
触れる機会を増やし「感性を育む子ども支援」など新たな事業を盛り込んだ政策（施策）展開を図る予算と
し、一般会計に3億1,502万1千円を追加計上しました。
　これにより、一般会計の予算総額は、対前年度29億5,502万1千円増（9％増）の358億3,502万1千円
とし、一般会計・特別会計・企業会計を含めた予算総額は、対前年度45億5,429万円増（6.4％増）の
755億4,928万4千円としました。

<< 会計別予算額 >>
(単位：千円、％）
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<< 一般会計　歳入内訳 >>

11,103,000 0 11,103,000 31.0 10,287,000 31.3 816,000 7.9

個人市民税 3,981,000 0 3,981,000 11.1 3,736,000 11.3 245,000 6.6

法人市民税 542,000 0 542,000 1.5 515,000 1.6 27,000 5.2

固定資産税 5,179,000 0 5,179,000 14.5 4,692,000 14.3 487,000 10.4

軽自動車税 285,000 0 285,000 0.8 271,000 0.8 14,000 5.2

市たばこ税 454,000 0 454,000 1.3 450,000 1.4 4,000 0.9

入湯税 8,000 0 8,000 0.0 5,000 0.0 3,000 60.0

都市計画税 654,000 0 654,000 1.8 618,000 1.9 36,000 5.8

220,000 0 220,000 0.6 204,000 0.6 16,000 7.8

10,000 0 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0

30,000 0 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

20,000 0 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

92,000 0 92,000 0.3 80,000 0.2 12,000 15.0

1,550,000 0 1,550,000 4.3 1,100,000 3.4 450,000 40.9

36,000 0 36,000 0.1 20,000 0.1 16,000 80.0

90,000 0 90,000 0.3 570,000 1.7 △ 480,000 △ 84.2

5,500,000 0 5,500,000 15.3 5,000,000 15.2 500,000 10.0

普通交付税 4,900,000 0 4,900,000 13.6 4,400,000 13.4 500,000 11.4

特別交付税 600,000 0 600,000 1.7 600,000 1.8 0 0.0

11,000 0 11,000 0.0 11,000 0.0 0 0.0

168,984 0 168,984 0.5 189,601 0.6 △ 20,617 △ 10.9

606,605 0 606,605 1.7 603,813 1.8 2,792 0.5

5,734,576 0 5,734,576 16.0 5,166,764 15.7 567,812 11.0

3,081,887 6,000 3,087,887 8.6 3,073,386 9.4 14,501 0.5

241,644 0 241,644 0.7 204,642 0.6 37,002 18.1

2,000,180 0 2,000,180 5.6 1,300,180 4.0 700,000 53.8

3,006,946 341,232 3,348,178 9.3 2,756,316 8.4 591,862 21.5

財政調整基金繰入金 500,000 46,765 546,765 1.5 830,000 2.5 △ 283,235 △ 34.1

公共施設等整備基金繰入金 108,582 49,969 158,551 0.4 329,441 1.0 △ 170,890 △ 51.9

ふるさと応援基金繰入金 2,192,437 199,498 2,391,935 6.7 1,378,130 4.2 1,013,805 73.6

その他の基金繰入金 205,927 45,000 250,927 0.7 218,745 0.7 32,182 14.7

1 0 1 0.0 1 0.0 0 0.0

826,777 △ 32,211 794,566 2.2 435,497 1.3 359,069 82.5

1,190,400 0 1,190,400 3.3 1,817,800 5.5 △ 627,400 △ 34.5

うち臨時財政対策債 550,000 0 550,000 1.5 1,300,000 4.0 △ 750,000 △ 57.7

35,520,000 315,021 35,835,021 100.0 32,880,000 100.0 2,955,021 9.0

　　　　　【歳入構成比】

伸　率

(単位：千円、％）

令和３年度 比            較比            較

区　　　　　　　分

令和４年度

構成比

県支出金

諸収入

歳　　入　　合　　計

市債

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

市税

地方譲与税

環境性能割交付金

利子割交付金

地方消費税交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

構成比当初予算額 伸　率増　　減６ 月 肉 付 け
予 算 額

当 初 予 算 額 計

自主財源

51.0%

依存財源

49.0%

市税

31.0%

使用料及び手数料、

分担金及び負担金

2.2%

諸収入、財産収入、

寄附金、繰越金

8.5%

繰入金

9.3%

譲与税・交付金など

5.8%

県支出金

8.6%

市債

3.3%

地方交付税

15.3%

国庫支出金

16.0%
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議 会 費 251,729 0 251,729 0.7 245,478 0.8 6,251 2.5

総 務 費 6,725,783 90,479 6,816,262 19.0 5,372,127 16.3 1,444,135 26.9

民 生 費 14,288,656 0 14,288,656 39.9 13,871,895 42.2 416,761 3.0

衛 生 費 3,419,659 73,956 3,493,615 9.7 3,282,655 10.0 210,960 6.4

労 働 費 29,094 0 29,094 0.1 27,103 0.1 1,991 7.3

農 林 水 産 業 費 1,119,951 0 1,119,951 3.1 1,078,248 3.3 41,703 3.9

商 工 費 270,791 16,575 287,366 0.8 242,891 0.7 44,475 18.3

土 木 費 2,693,439 22,200 2,715,639 7.6 2,592,201 7.9 123,438 4.8

消 防 費 899,828 3,146 902,974 2.5 895,758 2.7 7,216 0.8

教 育 費 3,327,898 108,665 3,436,563 9.6 2,767,097 8.4 669,466 24.2

公 債 費 2,463,172 0 2,463,172 6.9 2,474,547 7.5 △ 11,375 △ 0.5

予 備 費 30,000 0 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

35,520,000 315,021 35,835,021 100.0 32,880,000 100.0 2,955,021 9.0

人 件 費 5,543,204 1,219 5,544,423 15.5 5,432,871 16.5 111,552 2.1

物 件 費 5,664,070 85,396 5,749,466 16.0 4,899,047 14.9 850,419 17.4

維 持 補 修 費 172,910 0 172,910 0.5 163,027 0.5 9,883 6.1

扶 助 費 8,710,245 0 8,710,245 24.3 8,480,506 25.8 229,739 2.7

補 助 費 等 4,733,352 29,093 4,762,445 13.3 4,411,525 13.4 350,920 8.0

普 通 建 設 事 業 費 2,339,897 199,313 2,539,210 7.1 2,054,829 6.3 484,381 23.6

公 債 費 2,463,172 0 2,463,172 6.9 2,474,547 7.5 △ 11,375 △ 0.5

積 立 金 2,148,027 0 2,148,027 6.0 1,336,506 4.1 811,521 60.7

繰 出 金 2,880,217 0 2,880,217 8.0 2,768,046 8.4 112,171 4.1

投 資 及 び 出 資 金 824,906 0 824,906 2.3 819,096 2.5 5,810 0.7

貸 付 金 10,000 0 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0

予 備 費 30,000 0 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

35,520,000 315,021 35,835,021 100.0 32,880,000 100.0 2,955,021 9.0

義 務 的 経 費

一 般 行 政 経 費 他

投 資 的 経 費 2,339,897 199,313 2,539,210 7.1 2,054,829 6.3 484,381 23.6

【歳出目的別構成比】 　　　【歳出性質別構成比】

14,437,247 43.9

比 較

比 較

2,140,724

令和３年度

2.0

14.8

46.7 16,387,924 49.8 329,916

５

６

３

４

２

計 増 減 伸 率

１１

１２

歳　　出　　合　　計

46.216,577,971

16,717,840

区　　　　　　　分

１

８

９

７

（物件費・補助費・繰出金等）

（人件費・公債費・扶助費）

１０

<< 一般会計　歳出内訳（性質別） >>

歳　　出　　合　　計

６

７

８

９

１２

１４

１

１０

計

令和３年度

増 減 伸 率

(単位：千円、％）

(単位：千円、％）

２

<< 一般会計　歳出内訳（目的別） >>

４

３

５

款

1,219

114,489

当 初 予 算 額

当 初 予 算 額

16,716,621

16,463,482

令和４年度

構成比

令和４年度

構成比

当 初 予 算 額 構成比

当 初 予 算 額 構成比

６ 月 肉 付 け
予 算 額

６ 月 肉 付 け
予 算 額

民生費

39.9%

総務費

19.0%

教育費

9.6%

衛生費

9.7%

土木費

7.6%

公債費

6.9%消防費

2.5%

農林水産業費

3.1%

その他

1.7%

義務的経費

46.7%

一般行政

経費 他

46.2%

投資的経費

7.1%

扶助費

24.3%

人件費

15.5%

公債費

6.9%
物件費

16.0%

補助費等

13.3%

繰出金

8.0%

投資及び

出資金

2.3%
積立金

6.0%

その他

0.6％
普通建設事

業費

7.1%
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<< 年度別市債および基金残高一覧（一般会計） >>
（単位：千円、％）

平成３０年度末
平成３１年度末
(令和元年度末)

令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末

普 通 債 13,134,629 12,102,257 11,466,777 10,808,760 10,464,599

災 害 復 旧 債 9,292 8,704 7,215 5,625 4,034

赤 字 補 填 債 15,085,717 14,722,240 14,600,848 14,373,630 13,607,226

28,229,638 26,833,201 26,074,840 25,188,015 24,075,859

1.3 △ 4.9 △ 2.8 △ 3.4 △ 4.4

344,000 327,162 317,162 307,753 294,164

財 政 調 整 基 金 3,854,436 4,162,332 4,049,723 4,863,603 4,069,393

減 債 基 金 3,030,711 3,035,062 3,039,159 3,241,996 3,243,633

特 定 目 的 基 金 8,383,862 10,343,362 11,919,160 14,467,365 13,786,352

公 共 施 設 等
整 備 基 金

3,367,653 3,982,896 3,991,349 4,768,764 4,723,144

ふるさと応援基金 3,137,123 4,616,275 6,319,312 8,272,684 7,860,155

そ の 他 特 的
目 的 基 金

1,879,086 1,744,191 1,608,499 1,425,917 1,203,053

15,269,009 17,540,756 19,008,042 22,572,964 21,099,378

9.7 14.9 8.4 18.8 △ 6.5

186,064 213,865 231,205 275,801 257,797

82,063 82,018 82,213 81,845 81,845

<<市債および基金残高推移（一般会計） >>

※　令和２年度までは決算、令和３年度は決算見込み、令和４年度は６月補正後予算（市債は前年度繰越含む）

　　での年度末残高見込みです。

市
債
（

借
金
）

市民１人あたり（円）

合 計

　　　　：令和３、４年度末は令和４年3月末日現在人口（外国人登録者を含む）としています。

伸 率

【公共施設等整備基金】｢特定目的基金｣のひとつであり、公共施設の整備などに充てられます。

※　人口：各年度末（3月31日）人口（外国人登録者を含む）の合計です。

市民１人あたり（円）

合 計

【赤字補填債】減税政策や税の大幅な減収を補うための減税補てん債・減収補てん債・臨時税収補てん債、また交付税の
                    不足分を補うための臨時財政対策債が該当し、施設の整備などを伴わない赤字補填的な借金です。

【財政調整基金】年度間の財源不均衡を調整する基金で、取り崩し後は一般財源となり、使途の制限はありません。

【減債基金】地方債の償還を計画的に行うための基金です。

伸 率

基
金
（

貯
金
）

人口（人）

【特定目的基金】特定の目的のために積立てた基金で、財政調整基金と減債基金以外の基金が該当します。

【普通債】道路や学校など施設整備のために一時的に多額の費用を要する場合の借金です。

0

50

100

150

200

250

300

350

25 26 27 28 29 30 31(元) 2 3 4

（単位：億円）

年度

普通債 赤字補填債 その他特目基金 公共施設基金

減債基金 財政調整基金 ふるさと応援基金 市債市民１人あたり

【その他特定目的基金】特定目的基金から、公共施設等整備基金、ふるさと応援基金を除いた基金の合計
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●教育・人づくり●

（単位:千円）

本 年 度 財 源 内 訳

国 県
支 出 金

市 債
そ の 他
特 定 財 源

内ふるさと
応 援 基 金

一 般 財 源

（単位:千円）

本 年 度 財 源 内 訳

国 県
支 出 金

市 債
そ の 他
特 定 財 源

内ふるさと
応 援 基 金

一 般 財 源

3,000 

P9

P7

地球温暖化対策事業

- 

- 

P9- 給食センター運営事業
市立小中学校児童生徒の多子世帯給食費減免
（学校給食費42,000千円の収入減少を子ども
子育て支援基金にて賄う）、及び周知経費

500 

6,444 
子どもたちが芸術に触れる機会の創出とし
て、芸術鑑賞や学校への芸術家派遣、外壁
アートワークショップを実施

 備 考

9,000 6,000 - - - 

#N/A

- 6,444 6,444 - 

#N/A #N/A

- 

 備 考

- - 3,725 

- 

- 

#N/A

- 

- 

P12
市民の太陽光発電整備を補助（太陽光発電:
上限15万円、蓄電池:上限20万円）

- 55,000 

- 7,689 - 2,609 

- - 

- 55,000 55,000 

公民館運営事業[中央公民館講座１０周
年記念事業]

- 

18,956 し尿処理施設管理運営事業

P11

18,956 - 

旧いきいきふれあいセンターを多様な課題に
対応できる教育相談の拠点施設に整備するた
めの改修実施設計

教育相談支援センター整備事業

社会体育施設整備事業[健康ふれあい公
園施設整備事業]

3,725 

#N/A #N/A #N/A

学校給食費多子世帯補助事業

社会体育施設整備事業

 詳細資料の
ページは
こちら

肉 付
事 業 費

P8

本のまち!動く図書館事業
就学前施設への読書普及の強化のため、気軽
に巡回できる軽車両を改造した移動図書館車
を導入

9,459 - 

- 3,725 

事 業 名 ポ イ ン ト

結婚に伴う新生活スタート費用（住宅取得、
家賃、引越費用）を補助

政策推進事業[結婚新生活支援事業]

アートで広げる子どもの未来プロジェク
ト事業

スケートボード等専用パーク整備

P7

P8

ポ イ ン ト
肉 付

事 業 費

9,459 9,459 

- 

- - 

500 

市立以外の小中学校児童生徒の多子世帯に対
して給食費相当額を補助

P11

10,298 

●環境・歴史・文化●

事 業 名

脱炭素実行計画策定事業
2050年脱炭素を見据え、2030年度温室効果
ガス50%削減に向けたロードマップの策定及
び脱炭素推進協議会の開催

62,203 62,203 62,203 

-

- 

 詳細
資料の

ページは
こちら

第一クリーンセンター⾧寿命化計画の策定及
び処理棟耐震工事実施設計

2,500 

21,234 

- 2,500 - 

- 21,234 21,234 - 
運動公園防犯カメラの増設およびグランド全
面芝生化に伴うスプリンクラー設置工事

P9

P10

- 

- 

- 

③豊かな自然、歴史、文化を守り・活かし、未来に引き継ぎます

事業の紹介

①創造性が豊かで行動力があり、地域を担い未来へ通じる「人」を育みます

子ども・子育て支援

-5-



●産業・観光振興●

（単位:千円）

本 年 度 財 源 内 訳

国 県
支 出 金

市 債
そ の 他
特 定 財 源

内ふるさと
応 援 基 金

一 般 財 源

（単位:千円）

本 年 度 財 源 内 訳

国 県
支 出 金

市 債
そ の 他
特 定 財 源

内ふるさと
応 援 基 金

一 般 財 源

（単位:千円）

本 年 度 財 源 内 訳

国 県
支 出 金

市 債
そ の 他
特 定 財 源

内ふるさと
応 援 基 金

一 般 財 源

【債務負担行為】

5,048,961  

【債務負担行為】

348,040 

オフィス改革推進事業
ファイリング見直しによる文書削減、知的生
産性向上に向けたワークショップの開催、レ
イアウト作成を委託

P15

 備 考

防災活動事業
防災備蓄品の整備に伴い、備蓄スペースが不
足となった島、馬淵、武佐コミセンに防災備
蓄倉庫を整備

P13

 詳細
資料の

ページは
こちら

P13

 備 考

- 

- 

事 業 名

- 

3,000 

19,200 

3,146 

47,065 
安土コミュニティエリア整備に向けたエリア
構想の策定

ポ イ ン ト

 詳細
資料の

ページは
こちら

- 

16,575 

3,146 

- 

●都市基盤整備●

16,575 

安土コミュニティエリア整備事業

16,575 - 

単独市道改良事業
地元から寄せられる要望に対応するため、来
年度の早期発注に向けた調査・設計

-- - 

- 

- 

- - 

二酸化炭素排出量削減や脱炭素化を目的に、
電気自動車を導入

15,687 

新市庁舎整備事業

体験型事業を新たに開始する事業者の初期投
資費を支援（補助率2/3、上限:基本100万+
加算50万＋加算50万）

商工業振興事業[体験型事業創出事業]

河川改良整備事業
鷹飼町、西庄町と金田町地先における雨水排
水対策に係る流域調査および概略設計

-

- 

- 

新市庁舎ネットワーク整備事業【債務負
担行為】

令和５年度からの新庁舎ネットワーク整備工
事費

15,687 

5,525 

公用車集中管理事業

P14

 備 考

- 

P14

新市庁舎整備事業（設計施工工事・監理
委託）【債務負担行為】

令和５年度からの工事費及び監理費

●地域自治・行政経営●

- 

- 

- 3,000 

2,904 

3,146 

47,065 

P15

設計施工一括発注を行うため、技術審査会を
開催し、事業者の技術提案を審査し決定

P14

- 

- 

- 

- - 2,904 - - 

肉 付
事 業 費

13,587 

5,525 

肉 付
事 業 費

事 業 名 ポ イ ン ト
肉 付

事 業 費

19,200 

ポ イ ン ト事 業 名

※債務負担行為とは、後年度以降に生じるその事業の総額について、議会の審議により確約されたものです。

- 

- 

 詳細
資料の

ページは
こちら

P12

- 5,525 

④地域の魅力を掘り起こし、暮らしを支える産業を興します

⑤時代にあった安全・安心な生活基盤を築き、次世代への礎を築きます

⑥協働と連携に基づいてしなやかな「地域の経営」ができる体制を整えます

-6-



-7-



-8-



-9-



-10-



-11-



-12-



-13-



-14-



-15-



 



    
 

 

 

滋 賀 県 近 江 八 幡 市 総 務 部 財 政 課  

所 在 地：〒523-8501 滋賀県近江八幡市桜宮町 236 

市ホームページ（トップ）：http://www.city.omihachiman.shiga.jp 

財政課メールアドレス：010412@city .omihachiman. lg . jp  

市 役 所 代 表：0 7 4 8 - 3 3 - 3 1 1 1  

財 政 課 直 通：0 7 4 8 - 3 6 - 5 7 5 0  

Ｆ Ａ Ｘ：0 7 4 8 - 3 2 - 3 2 3 7  

（各事業の詳しい内容につきましては、担当課へお問い合わせください） 
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